
建築士法に基づく中央指定登録機関等に関する省令（機関省令）（平成20年国土交通省令第37号）（抄） 
 

第二章 登録講習機関 

 

第二節 定期講習の講習機関 

（講習事務の実施基準） 

第三十九条法第二十二条の三第二項において準用する法第十条の二十八の国土交通省令で定める基準

は、次に掲げるとおりとする。 

一 講習を毎年一回以上行うこと。 

二 講習は講義及び修了考査により行い、講習の時間の合計は、次のイからホまでに掲げる講習の区

分に応じ、それぞれイからホまでに定める時間とし、講習科目ごとの講義内容は国土交通大臣が定

める内容とし、講義時間は国土交通大臣が定める時間とすること。 

イ 一級建築士定期講習六時間以上 

ロ 二級建築士定期講習五時間以上 

ハ 木造建築士定期講習五時間以上 

ニ 構造設計一級建築士定期講習六時間以上 

ホ 設備設計一級建築士定期講習六時間以上 

三 講習を実施する日時、場所その他講習の実施に関し必要な事項及び当該講習が登録講習機関（法

第二十二条の二に規定する登録講習機関をいう。以下この節において同じ。）として行う講習であ

る旨をあらかじめ公示すること。 

四 受講者の申込書、勤務した事業所との関係を証する書類その他の書類により、受講者が受講資格

者であることを確認すること。 

五 講習に関する不正行為を防止するための措置を講じること。 

六 講師は講義の内容に関する受講者の質問に対し、適切に応答すること。 

七 修了考査は、講義の終了後に行い、受講者が講義の内容を十分に理解しているかどうか的確に把

握できるものであること。 

八 次のいずれかに該当する者を二名以上含む十名以上の者によって構成される合議制の機関により

修了考査の問題の作成及び合否判定が行われるものであること。 

イ 一級建築士（ただし、二級建築士定期講習については二級建築士を、木造建築士定期講習につ

いては二級建築士又は木造建築士をそれぞれ含めることができるものとする。） 

ロ 学校教育法による大学若しくはこれに相当する外国の学校において法第十四条第一号に規定す

る建築に関する科目を担当する教授若しくは准教授の職にあり、又はこれらの職にあった者 

ハ 国土交通大臣がイ又はロに掲げる者と同等以上の能力を有すると認める者 

九 終了した講習の教材、修了考査の問題及び修了考査の結果の判定の基準の概要を公表すること。 

十 講習を修了した者（以下この節において「修了者」という。）に対し、別記第十二号様式による

修了証（以下この節において単に「修了証」という。）を交付すること。 

十一 法第二十二条の三第二項において読み替えて適用する法第十条の二十四第一項第一号に規定す

る講習事務（以下この号において単に「講習事務」という。）以外の業務を行う場合にあっては、

当該業務が講習事務であると誤認されるおそれがある表示その他の行為をしないこと。 

 

 

（以下、略） 




